











































































































































































































































































































































































































































局 宙 グループ内の グル’プによる インフオメーショ
ン処理と コンフリクト意思形成 インプット変数の インプツ
と　討　議 供 ト変数に時　間 給 関する討 の 解 訣議
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一 致 分 岐
一 致 計 算 妥 協
分 妓 判 断 感 化
つぎのr判断」（judgement）の場合も，共同決定問題に関するかぎり，政治
ブロセスに重要なかかわり合いがない。通常，労働者ないしその代表は，使用者
グルーブと少なくとも部分的に対立する要求を，政治システムの中へもち込む
のであるから，要求の一致があるというのは，非現実的だといわざるをえたい。
　トンブソソーチューデンの意味での妥協（cOmprOmise）の場合，グループ間に
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おいて，実際的知識に関する一致がある。ところが，’政治システムのグループ
ぱ・同一の実際的知識をもたないことが多い。共同決定問題の際には，とくに
このことがいえる。使用者の側からすると，労働者は企業状況を正しく評価す
るだげの教育水準にもなげれば，専門知識ももっていない。労働者と取締役と
では，オベレーティフ・システムにおける因果関係ぼ，別様にながめられ乱
トンプソンーチューデンは，政治プロセスのこうした特徴を感化（inspiration）
とよんでいる。
　これに対して，マーチーサイモン㈲は決定プロセスに関連して，4つのコソ
フリクト解決法にふれてい飢これらはより重要であ飢第一のタイ’ブは，間
題解決（proble阯sOlvi㎎）のプロセスである。r問題解決にあっては，いくつか
の目標があるものであり，決定間題とはいくつかの基準を満たす解決策を見出
すことだ，と考えられる」。第二のタイプは説得（persuasiOn）である。r説得が
おこなわれるのは，組織内において個人目標は異なっているというものの，それ
らが固定的だとは考えられない場合である」。第三のタイブは交渉（bargaini㎎）
によるものであ私「交渉がおこなわれるとき，目標についての不一致は確
定的であるが，説得によらないで，合意が探求される」。これは政治的戦術
（politics）とよばれる。それは「基本的状況が説得と同じであるが……参加者は
その場裡を固定的なものだと考えていない」。結局，マーチーサイモソによると，
決定プロセスは2種類に一大別されることに次る。すなわち分析的プロセス（問
題解決と説得）と交渉プロセス（交渉と政治的戦術）である。企業の政治プロ
セスで問題となるのは，交渉プロセスの方である。交渉を通じて，参加グルー
プのあいだで，妥協が成立するのである。
　ところで，交渉プロセスの主要なメルクマールは，調整ルール（Schlicht㎜gs・
rege1）が用いられるということだ。フェヅスラーによると，調整ルールこそが，
企業の政治システムにおける本質的局面である。そこで，つぎに，この点をと
り上げてみよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　709
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注（1）F捌er，a．a，O．，S・113f・
　（2）Gutenberg，丑．a．O”S．108f．本論文の2．伝統的企業モデル，参照。
　（3）　Heine皿，a．孔0”S．201丘
　（4）Thompson，J．D．and　A．Tuden，Strategies，Stmctures，and　Processes　of
　　Organレational　Decisions，Readings　in　Managerial　Psychology（edit　H．T．
　　Leavitt　and　L　R．Pondy）Chicago－London1964．
　（5）March　and　Simon，Organizations，Ibid．
9．調整ルール
　調整ルールは，フェヅスラーによると，企業体制（Untemehm㎜9svedassm9）
の構成部分であり，企業の政治文化（politische　Kultur）の構成都分でもある。
したがって，この2つの面から，当問題は論じられる。ω
　杜会の文化システムは，あらゆる個人がなんらかの仕方で尊重している規範
と価値から成り立っている（sha・ed　values　a口d　beliefs）。どのような規範が文
化に属するかは，一般化していうことができない。7エッスラーによると，企
業の政治システムの文化を規定している価値観念は，指示的性質ないしは命令
的性質の決定前提にもとづく。それらが政治プロセスの経遇と結果を左右する
のだ。指示的な決定前提は，政治システムのメソバーが分け合っている，全体
組織およびそれと環境との関係にかかわる教義なり知識である。
　ところが，こうした実際的性質の決定前提のほかに，政治文化の根源には，
命令的な決定前提がある。これについてぱ，3つのものが区別される。ひとつ
は，目標システムが諸要求のほかに，政治システムのアウトプットとして満た
さなければならない価値，規範である。たとえば，杜会の宗教的規範といった
ものである。共同決定制の場合だと，その一定の提案はキリスト教の思想にも
とづいてい私それがこの種の価値，規範に該当するであろ㌔もうひとつの
ものは，政治システムのシソバーが相互にいだく感情，心的態度であ私メソ
バー間のコソフリクトには，この種の杜会的・情緒的なものが絡んでいる。さ
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いごの規範，価値は，手続的なものだ。手続的性質の文化的規範が政治プロセ
スの経過，とくにシステムのメンバー間の相互作用を規定手る。たとえぼ，あ
るかたちのコミュニケーショソはゆるされない，Iといったことである。
　とにかく，あるグルーブが他のグループの要求に適応することで，決定問題
が解決されないときにぱ，コソフリクトの解瀞こは，調整ルールが用いられな
ければならない。調整ルールは政治システムの文化を構成するものだ。だが一
連の調整ルールは企業体制の領域で確定される。ここでいう企業体制とは，企
業の政治システムの局面をとらえる規範とルールを，なんらかのかたちで成文
化したものである。これらのルールは，当該政治システムのメソバー自身によ
り，ないしは高次の政治システムにより制定される。
　だが企業体制はつねに政治システムの文化を構成するものではない。文化な
るものが，政治システムのメンバーがr分ち合った」規範と価値だとすると，
企業体制の存在は，企業の政治システムの文化を特徴づける，問接的な要素に
すぎない。企業体制の規範が文化のそれにたっているかどうかは，それがメソ
バーにより内面化されているか否かにかかっている。ただ，内面化がおこたわ
れていなくとも，人びとはルールを犯した場合の罰則を予測して，これを決定
計算へくみ入れるだろう。そして，これが政治プロセスの経過と結果にかかわ
りをもつ。けれども，企業体制に関する内面化の程度は，やはり重要な媒介変
数であろう。けれども，フェッスラーによると，西ドイツの実証的研究では，
企業体制の一連のルールの内面化の程度は，比較的ひくい。共同決定制のルー
ルについても，監視規定と罰則規定を設けておか汰ければ，それはなかなか遵
守されない。
注（1）脳Bler，a．a．O．，S．121f．
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10．政治システムのコミュニケーション構造と
　　杜会的・情緒的構造
　政治システムのコミュニケーショソ構造
　企業の政治システムにも，他のすべての杜会システムと同じく，参加者間の
コミュニケーショソのネヅト・ワークがある。ωコミュニケーショソ関係とは，
イソフォメーションの交換を目的とした，政治システムのメソバー間の各種の
相互活動である。イソフォメーションは指示的でもあれば，また命令的でもあ
る。とくにr報告」のイソフォメーショソと動機づげのインフォメーショソと
指導のイソフォメーションが区別される。
　ところで，企業の政治システムのコミュニケーショソ溝造はどうなっている
か。フェッスラーによると，企業の政治システムの場合にも，r拘束的」コミ
ュニケーショソと「自由な」コミュニケーショソという，一般におこなわれる
区別が犬切である。前者のシステムの場合には，コミュニケーション経路が定
められており，イソ7オメーショソの受信考も規定されている。それに対して，
後者の際には，杜会システムのメソバーは，他のだれとでも接触ができる。
　政治システムにおいて，インフォメーショソの流れを拘束する理由は，さま
ざまでありうる。たとえば企業体制も，コミュニケーショソ経路を規定する。
通常，rパラメトリックな」コミュニケーショソ関係が問題となる。企業体制
において，イソフォメーショソの交換のために，特定機関が制度化される場合
がそれであって，西ドイツ企業の共同決定制では，経済委員会がその好例であ
る。
　政治システムの文化も，コミュニケーション関係に作用を及ぽす。たとえば，
共同決定制の場合，取締役会議長と経営協議会メソバーの直接の接触が，フォ
ーマルなルールはないにしても，r自明のこと」として考えられている。政治
システムにおいても，イソフォーマル組織が問題になるのであって，フォーマ
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ルなルールはなくとも，あるメソバーが他のメソバーと接触する慣行ができた
りする。　　　　　　　　　　　　　　　　’
　なお，フェッスラーはウォルトソに倣って，コミュニケーション関係のrつ
よさ」と「ひろがり」という区分をおこなう。｛到　2グループ間のコミュニケー
ション関係のつよさとは，接触の頻度のことだ。たとえば，r単純た共同決定」
適用下の企業では，監査役会と敢締役会のコミュニケーショソ関係のつよさは，
取締役会と経営協議会のあいだのそれよりも，はるかに大きい。ところがr高
度の共同決定」の際には，労務担当取締役という制度があるため，取締役会と
経営協議会のあいだのコミュニケーショソ関係は，非常にrつよくなる」。一
方，そのrひろがり」とは，グループ・メンバーのうちの何人が，他のグルー
プとの接触に加わるか，ということであ私だから，このひろがりは，グルー
ブ間の接触がひとりの代表を通じてなされている場合には，もっとも小さくな
る。それに対して，メソバー全員がイソフォメーショソの交換に介入するとき，
このひろがりは最大となる。ところで，労使のコミュニケーショソ関係のひろ
がりは比較的小さい。だが，共同決定制が運用されているときには，これが拡
夫されることになろう。
　政治システムの杜会的・情緒的穣造
　政治システムの分析は，そのメソバーないしグループ間を支配している杜会
的・情緒的関係にふれなけれぱ，不完全なものとなってしまう。・杜会的・情緒
的関係というのは，その規定がなかなかむずかしいが，ここでは，r愛」，r憎
悪」，r信頼」，「不信」といったことばで表現されるものだ。政治システムにお
げるすべての杜会的・情緒的関係のネヅト・ワークが，当システムの杜会的・
情緒的構造とよばれる。さて，杜会的・情緒的関係の特徴は，それが基本的に
r隠された」行動（cOvert　behavior）をもたらすということである。たとえば，
要求，実際的知識といったイソプヅト変数に関する当初からのコソフリクトが，
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媒介変数たる杜会的・情緒的溝造のr介入」によって解消される場合がある。
逆に，当初はコソフリクトのない状況だったのが，杜会的・情緒的局面から，
克服しがたいコンフリクトが生ずる場合もある。
　杜会的・情緒的関係では，メ：■バーのr隠された」行動が問題だという事実
は，企業の政治システムの分析をむずかしくする。情緒の観察はむずかしいし，
制約されてい孔だが，杜会科学的研究にあっても，この種の関係をとらえる
方法がなくはない。とくにJ．L．モレノのソシオメトリーの方法が有名であ
る。ソシオメトリーは杜会システムにおげる情緒を叙述し，測定しようとする
ものである。また，ウォルトソーマーカシーは，杜会的・情緒的関係のいくつ
かのディメソショソを区別している（第12図参照）。幅〕同図に載っているようた
各変数が企業の政治システムを特徴づげるのに用いられるとき，これらの変数
の一定の組合せから，杜会的・情緒的構造という媒介変数の一定の特徴的状況
が形成されることになろう。
　なおフェッスラーは，政治システムにおげる希少手段の割当も，媒介変数だ
と考えている。この割当いかんが，政治プロセスの経過なり，アウトプットを
左右するからである。ただこの場合，フェッスラーによると，客観的に存在す
　　　　　　　　　第12図関係類型の態度構造
　　　　　　　　　　　　　関係の類型
態度のディメソショソ 衝　　突
封じこめ政　　策
和　　解 協　　同 共　　謀
他人に対する動機志向　と行動傾向 破壌ないしは弱体化のための競合的僚向
押し退げるための個人主義的政策
援助ないしは保護のた　めの協力の傾向
他人の正当性について　の信念 正当性の　否定 不承不承　の承認
現状の受容
完全な正　当性 適用されな　し・
仕事を処理するさいの　信頼のレベル 極端な不　信
不　　信
隈定された　不信 ひろい信頼 共通の強請にもとづく信頼
好　意　の　度　合 僧　　悪 敵　　対
中　　　立丁　　　重
友　　好
親　　密rスウィートハートな関係」
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る．手段というよりも，この手段の主観的な認知の方が問題であ乱
注（1）脱B1er，a．a．O．，S．124f．
（2）Walt㎝，早．E．，Theory　of　gon且ict　in　Lateral　Organizational　Relationships，
　　in：　0peratioI1al　Research　and　the　Social　Science　（edit　Law1＝ence　J．R一）
　　London－New　York－Sydney－Toronto－Wel1in敏on　i966．p．409i
（3）Walton　and　R．B．Mckersie，A　Behavior61Theory　of　Labor　Negotiations，
　　An　Analysis　o｛a　S㏄ial　Interaction　System．New　York－St．Louis－SanFrancisco
　　1965．p．184．この図の説明については，＝神著，現代の経営政策，参照。
11．政治システムの権カ構造
　政治システムの核心は，やはり権力（Macht）の問題だ。権力はつねに人間
間，ないしグループ間の関係のあらわれである。ωフェヅスラー互こよると，権
力概念を規定する場合に，‘基本的に，2つの可能性がある。まず，メソバーな
いしグループの外見的に観察しうる行動が，概念規定の出発点となる。こう・し
・た行動主義的な権力概念としては，R．A．ダールのものがあげられる。一到ダ
ールによると，「AがBに対して，なにか一（さもなくば，Bはしないであろう
こと）をやらせうるとき，AはBに対して権力をもっている」，という。権力
は，それが行使されるひとの外面的にみとめられる行動の蓋然性ρ変更により
測られ私いま，権力の対象となる老Bが，権力所有老Aの一定の権力投入に
より，一定の行動xをおこなう蓋然性をP・とし，Aが権力投入をせずとも，
Bがxをおこなら蓋然性をP・とする・と，AのBに対する権力ぱ，P・とP・の
差額ということに。なる。
　この行動主義的な考え方は，杜会科学において，大きな反響をよんだ。けれ
ども，フェッスラー存こよると，決定理論の立場からいうと，この権力概念はあ
まり適切ではたい。そこで，もうひとつの考え方が登場する。それは権力関係
を，参加者の決定前提に関連させて定義レようとするものである。こうした権
カ概念はCh．I．バーナードやマーチーサイ毛γの概念と酷似している。つま
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り，権力はグループまたは個人のあいだの一定のコミュニケーショソの特性だ
と考えられる。Aがr送った」コミュニケーショソ内容が，Bの決定前提ない
し副次条件となるとき，AはBに対して権力をもつ。この意味での権力概念に
は，Aのイソフォメーションを決定前提として受容するBの態度がふくまれて
いる。Bのそうした態度，ないしこの仕方でBを左右しうるAのチャソスは，
Bのすべての意思決定について，存立するわげではない。AのBに対する権力
は，通常Bの一定領域の意思決定と行動にかぎられている。つまり，一定の権
力範囲（ra㎎e　Of　power）があるのだ。そこで，権力関係は，少なくともつぎの
3つの要素にわかれる。すなわち，権力所有者と権力服従者と権力範囲である。
　ところで，フェヅスラー互こよると，権力関係をさらに分析するには，権カ基
礎の間題が登場せざるをえない。権力基礎というのは，権力関係の存立を説明
する事態のことである。フェッスラーはJ．R，P．J正．フレソチとB．ラバンの権
力基礎の研究を引いてくる。｛3〕フレソチーラバソによると，権力基礎としては，
つぎの4つが識別される。すなわち，報酬権（reward　pOwer）たいし強制権
（coercive　pOwer）と，合法化権（1egitimate　power）と，技術権（e・p航pOwer）と
関連権（referent　pOwer）である。
　報酬権とは，AはBの服従になんらかの仕方で酬いうる，とAが考えるような権力関
係である。強制権は罰による権力であって，この権力の際には，Bは，AがBの不服従
を罰しうることを勘案して，行動しなげれぱならなくなる。合法化権というのは，Bが
Aに服従することを自分のr義務」だとみる，一種の権力である。この場合，Aの権力
地位は，フォーマルに定められた秩序にもとづく。Bはこの秩序を承認するのだ。関連
権というのは，BがAと一体化し，Aの価値体系にまきこまれるような権力関係である。
ただ・この種の権力関係には，AがわざとBの行動を左右しようとする場合はふくまれ
ない。技術力にもとづく権力関係の存立も，似たような状況だ。BがAのイン7オメー
ショソを決定前提として受容するのは，BがAの地位について，当該専門分野のエキス
パートだと確信するからだ。Bに対するAの権力は，Aの（想定上または事実上の）イ
ンフォメーショソの優位性にもとづく。
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　ところで，以上のようた権力問題は，共同決定制に関して，どのように展
開されるか。フェッスラーは，これをつぎのように説明している。政治プロセ
スのコソ7リクト状況のなかで用いられる形式法的な調整ルールは，合法化権
のあらわれである。個人ないしグループの政治的決定に対する影響力は，茎本
的に2つの面から規定される。第一に，決定者の影響力は，決定関係を規定し
ている体制的ルールによってきまる。調整ルールのこの第一段階は，「選挙シ
ステム」とよばれる（S．バースト）。これには2つの形態がある。シソメトリ
ックな選挙システムの場合には，政治システムのメンバーは同等の投票権をも
つ。ところが，非シソメトリヅクな選挙システムでは，投票権の配分が不平等
だ。企業の政治システムにおげる「選挙システム」の分析から，合法的（体制
的）権力配分の一面が，あきらかにされる。また，いかに議決がおこなわれる
か，という仕方も，参加者の権力のつよさを規定する。フェッスラーによると，
議決ルールが狭義の調整ルールである。投票権の配分と議決ルールの制定がと
もに合法的権力構造を規定する。両者が広義の調整ルールである。
　共同決定制からいうと，企業の政治システムにおける合法的，体制的権力構
造の規制はとくに重要である。
　フェッスラーは，いよいよ具体的な議論にはいる。「高度の共同決定」の場
合，その取締役会は原則的にシンメトリックな投票権配分にたっている。労務
担当取締役はこの政治的機関において，同権的なメソバーである。1965年の株
式法改正により，集団決定制がげんかくな単独決定制にとって代ったことも，
労務担当取締役をシソメトリックな権力地位たらしめている，という。けれど
も，こうしたフェヅスラーの言い方には，問題がある。共同決定法の規定を読
むと，労務担当取締役はいかにもr同権的メンバー」に見えるが，形式的にも，
任用契約により，労務担当取締役の職務範囲は限定されうるし，実際にも，限
定されているo
　っぎに，監査役会におげる共同決定については，「単純な共同決定」とr高
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度の共同決定」の仕方は，異なっている。前者の場合にぱ，労働者代表は3分
の1にすぎないのであるから，フェッスラーのいうように，それは非シソメト
リックな選挙システムである。それに対して，r高度の共同決定」の場合には，
監査役会は労使の同権的構成であるから，シソメトリックなものだ。また・こ
の監査役会には，いわゆる「11番目のひと」がい飢フェッスラーによると・
同機関の決議については，単純多数決という議決ルールがあるため，「11番目の
ひと」は，著しい権力地位をもつ。けれども，これは形式法的な論理であって，
現実ばそうでない。
　西ドイツ企業の経営協議会は，労働者側だげの機関である。だが，経営協議
会にあっても，労務者と職員の区別，性別が規定されている。さらに，企業体
制にあっては，取締役会と経営協議会のあいだの調整についても，ルールがあ
る。これは取締役会と監査役会のあいだに関しても同じである。たとえば，監
査役会と経営協議会は，取締役会に対して，一定の拒否権をもっている。フェ
ッスラー｝こよると，この種の拒否権は，グループ間の調整ルールと解しうる。
グループ間で合意がえられなけれぼ，高次の調整機関がこれに介入する。監査
役会と取締役会の場合，株式法の規定だと，株主総会が，こうした調整機関だ
ということができよう。経営協議会と取締役会の場合には，r企業の政治シス
テムの外部にある制度」，たとえぼ労働裁判所が，これに該当する。
　フェッスラーによると，企業の政治システムのなかでの経営者の権力地位は，
専門権にもとづく，と解釈しうる。労使の不均衡た権力状況には・たしかに・
イソフォメーショソ優位にもとづくものが介在している6通常，労働者（経営
協議会）は，取締役会，監査役会といったグループに対して，イソフォメーシ
ョソ劣位にある。これは，とくに取締役会が政治システムのコミュニケーショ
ソ網の中心にある，という事実にもとづく。このため，経営組織法は，取締役
会が労働者に対して一定のイソフォメーションをあたえなければならない，と
規定している。こうしたルールにより，政治システムにおげる権力の平準化が
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追求される。もっとも，こうしたルールの作用は，遇大評価されるべきではな
い。この理由は取締役会のイソフォメーショ：■義務がわずかだという点にある。
それだげではない。これにぽ，受げ取ったインフォメーションを処理する能力
や学力の間題も，大いに絡んでいる。
　これまで，共同決定制に関して，関連権はほとんど問題にされなかった。そ
れは法的規則ができないからだ。だが，労務担当取締役とか監査役会の労働者
代表といった労働老代表は，しぼしばその関連グループ（reference　group）を変
える。そうした場合，当代表を選んだ労働者が，もとの関連グループであ孔
ところが，代表と新グループのメソバーとの相互活動が増えるにつれて，かれ
と新グループとの一体化のプロセスが進行する。もっとも目立つのが，労務担
当取締役の場合である。げれども，この事態は複雑であって，フェッスラーの
ように単純に解釈しえないと思われる。たとえぼ，労務担当取締役は二重のロ
イヤリティに深刻に悩むというが，実態調査によると，実際はそうでない。
　さいごに，報酬権または強制権の間題がある。たとえば，政治システムにお
いてあるグループがイソフォメーショソ優位にあるとき，このイソフォメーシ
ョソを渡したり，留保したりするのは，他のグループにとって，報酬となった
り，処罰を意味したりする。同じことは，合法化権についても妥当す飢たと
えば，選挙権が一種の合法化権だとすると，投票は個々の候補者にとって賞罰
となる。さいごに，関連権も賞罰の基礎と解釈しうる。フェッスラーによると，
権力所有者が関連権を認識しておれば，かれは，かれと一体化している連中を，
軽視することで罰しうる。また逆のこともできるわけである。
　報酬権の視点から，使用者一労働老のあいだの権力関係をみると，労働老が
使用者に影響を及ぼしうる可能性はすくたい。労働者が企業体制上規定された
賞罰の可能性のほかに，取締役会の意思決定を，賞罰により左右しうることは，
非常に珍しい。せいぜい，労働老によるストライキの脅迫が考えられるにすぎ
ない。だが，フェッスラーによると，ストライキの可能性は，経営的局面にお
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いては，ほとんど影響要素たりえない。「個別企業に限定された『野蛮な』ス
トライキの脅迫は，現在では，ほとんど意味をもたない権力手段だからだ」。
　2人ないし2グループのあいだの権力関係には，少なくともr3価の」関係
があ飢だが前述したように，権力基礎も付加的要素だと考えられる。2グル
ーブ間に権力関係があるという事実で，事態はいっそう複雑になる。たとえぱ
あるグループは，一定種類の意思決定に関して，他のグルーブに権力を行使す
るのをためらったりする。別の意思決定の際に，相手から報復される脅れがあ
るからだ。相互的な権力関係は互いに相殺される。その差額が残りうる。これ
が2グループ問の「純権力」（Nett0㎜acht）である。シソメトリックな権力配
分の場合には，相互的な権力関係はほぽ相殺される。ところが，非シソメトリ
ックな権力配分の際には，相互的権力関係に残高が出て，あるグループの権カ
カミ超過する。
　こうした権力状況からして，政治システムにおけるグループの順位ができ乱
これは核心グループと衛星グルーブという区別で，ほぼ説明できる。核心グル
ーブは最高の権力をもつグループであるし，もっともl1贋位の低い衛星グループ
は，もっとも権力が少ないわげである。企業の政治システムにおける真の核心
グループを見分げることは，通常むずかしい。フェヅスラーによると，西ドイ
ツ企業にあっては，これは夫低の場合に取締役会か監査役会だという。ところ
が，共同決定制こ関する諸提案は，この事態の変革をめざすものではない。現
在の共同決定議論では，労働着が核心グループに比較的r近い」かどうか，と
いう間題にすぎない。これは，まことにその通りだと思う。
注（1）　F至B1er，a．a．O”S．128f．
　（2）Dahl，R・A・，The　Concept　of　Power，in：Introd－1ctory　ReadiI1gs　in　Politica1
　　Beh岬ior（edit．S．U1mer）Chicago1961。
　（3）FreIlch，J．R・P・and　B1Raven，The　Basis　of　Socia1Power，in：Gr01ユp
　　DyIla皿1cs（edltDCa㎡wrlghtandAZandel＝）Evanston1962
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12．企業の政治システムの動態性
　企業の政治システムの分析には，システムを構成する変数問の関数的関係が
あきらかにされなげればならない。ω　とくに，変数を拘束する経験的合法則性
（empirischeGeset・m童Bigkeit）が，目標システムの一定のメルクマールをあきら
かにす乱その場合，システムの一定のインプット変数とアウトプット変数の
あいだの法則的関達が興味があるのであ乱かくて，要求，支持約束，実際的
知識といったイソプット変数と，権力構造，杜会的・情繕的構造，政治的プロ
セスなどの媒介変数が一定の状況にあるとき，一定のアウトプット変数（企
業の目標システム）が生れる。
　ただ，杜会科学的研究は，いままでのところ，ほとんどこの手掛りを提供し
てくれない。権力関係，コミュニケーショソ関係，杜会・情緒関係，それらの
相互関係の仮説は多いが，企業の政治システムについての展望しうる，まとま
った陳述体系はまだ公式化されていない。フェッスラーは，ウォルトソの分析
を引いている。ただウォルトソの場合には・政治システムというよりも，企業
におげるグループ閻の一般的関係がとり上げられている。一到とりわけウォルト
ンの場合には，組織の2部門問の関係が論じられている。しかし，ウォルトソ
の陳述を若干修正すると，それは企業の政治システムの諸関連の分析に向いた
ものとたる。
　ウォルトソは関係のダイナミック・システムを公式化している。ウォルトソ
によると，いくつかの変数が区分される。第一のものは共通の決定プロセス（政
治システム）である。それは交渉（bargaini㎎）か，間題解決（problem－so1vi㎎）
かであ乱第二のものが，つぎのような構造変数（stmcturaldimension）であ乱
a）構造のつよさ。これはグループ間の相互活動の頻度で測られる。b）穣造
のひろがり。グループ間の交渉に参加する委員の人数で測られる。C）決定ル
ールの融通性と形式的性格。これらの変数の一定のコソステレーショソが，政
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第13図　政治システムの変数間の関係
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治システムの構造を特徴づけるのだ。
　ウォルトンは決定プロセスの種類とグループ関係の穣造のほかに，グループ
間の態度（杜会・情緒関係）という変数もあげてい飢これはプラスかマイナ
スの作用をもつ。3種の変数間の関係は，第13図のようにな私
　個々の変数問の矢印は，因果関係をしめす。システムのダイナミックた性格
は，まず変数間の遡及作用にしめされている。たとえば，r政治プロセスのタ
イプ」という変数の変化は，rグループ間の態度」という変数を変える。この
逆もありうる。ただ，ウォルトンのそデルでは，権力の問題がとり上げられて
いない。これはウォルトソが基本的に組織グループ間の水平的な関係，シソメ
トリックな権力配分関係を研究しているためだ。
　ところでフェヅスラーは，ウォルトソの論文やウォルトソーダットンーフィッ
チの実証的研究に依拠したがら，幅］上記の変数間の関数的関係をのべようとす
飢つぎに，政治システムの権力配分（とくにr資本」とr労働」の両グルー
プのそれ）が非シソメトリックな場合には，いかなる結果が予想されるかが，
論じられる。
　まず，第13図のしめす変数間には，つぎのような関係がある。
　a）r決定（政治）プロセスのタイブ」とrグループ間の態度」のあいだの関係
　矢印1については，コソフリクトをうんだ決定プロセス（交渉）は，グルー
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プ間のrマイナス」の態度を生む。それに対して，問題解決プロセスの方は・
rプラス」の態度をもたらす。矢印2は1の場合と同じ意味の反応をしめす。
　実証研究によると，r決定プロセスが競争的であると，それだけ，あるグル
ープが他のグループについて話す場合に，「われわれ」と「かれら」という言葉
がはっきりあらわれる（相関係数O，94）」。これは一定量のグループ意識を推
論せしむ。
　b）r決定プロセスのタイプ」とrグループ間の関係の構造」のあいだの関
数的関係。
　矢印3の方向にあっては，競合的決定プロセスは構造の強化をさまたげ（グ
ループ間の相亙活動の頻度を下げ），構造のひろがりを阻止し，決定ルールを
硬化させる。ところが，「間題解決」は逆の作用をする。なお矢印4の方は，
3と同じ反応を意味している。
　実証的研究によると，r決定プロセスが競合的であると，それだけ，当該グ
ループ間で交流する人数は減り（相関係数O，88），決定ルールが多く公式化さ
れる（相関係数0，88）」。
　C）構造変数とrグループ間の態度」のあいだの関数的関係
　矢印5については，たとえばrグループ間の相互活動が頻繁になり，構造が
ひろがるにつれて，それだげ，グループ間の態度は積極的になる」。なお矢印
6は，5と逆の反応を意味している。
　実証的研究によると，「グループ間の態度がマイナスにたるにつれて，グル
ープ問の相互活動は，それだげ少たくなる（相関係数O，82）」。
　変数が変数に及ぼす作用は累積的であり，これがシステムの性格を，いっそ
うダイナミヅクなものとしている。ただ，ウォルトソにあっては，この作用が
どの程度に期待されるのか，当システムがr破裂する」かどうか，それが安定
的均衡を保つか，それとも不安定になるかについて・たんらの結論も出されて
いない。もっとも個々の作用は無限に続くわけではなく，システムはひとつの
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均衡に近づくものだとは想定されているものの，これは経験的データにもとづ
いては，一般化できない。共同決定問題についていうと，たとえば共同決定制
の導入が，どのように変数の変更をひき起こし，いかなる累積的プロセスを生
ぜしめるか，といった問題になろ㌔この点について，フェッスラーはなにも
のべていないo
　さて，つぎの問題は権力配分が非シソメトリックな場合のことであった。政
治システムにおげる権力配分は通常，非シソメトリヅクなのだ。非シソメトリ
ックな権力配分は，基本的にr交渉」の傾向をもつ。権力配分が非シンメトリ
ックだと，杜会的・情緒的関係はr硬化」し，相互の態度はrマイナス」にな
り，参加者間の信緒的コソフリクトも増大するからだ。コミュニケーショソ経
路も固定化する。イソフォーマルな経路が潤渇する。グループ問の相互活動の
頻度は少なくなり，関係構造のひろがりも小さくな乱また調整ルールも多く
公式化される。権力配分が非シソメトリックであるので，大きな権力をもつ者
は，その権力保持に腐心するであろう。こうしたrメカニズム」がrグループ
間の態度」と「構造」という変数を通じて，r決定プロセスのタイプ」という
変数に反作用する。
　ところで，ウォルトソのモデルにあっては，システムにふくまれる変数が，
既述の政治システムの変数からすると，少ない，と思われる。変数の整理・削
減は，政治システムの有用な，展望しうる陳述体系が公式化されるためには，
必要なことであろう。それに，統計的手法によって，変数の合目的的な整理も
できるのであ飢フェッスラーは要素分析（faCtOranalySiS）に言及している。一4，
もっともウォルトンは，類似の方法を採っているものの，必ずしも必要な統計
計算をやっていない。むしろウォルトソは，既述のすべての諸関連を，ひとつ
の要素だけでのべうる，としているのだ。この要素をあらわす変数が，r統合
的」（i口tegrative）かr分散的」（distributive）かという問題である。「統合的」と
いうのは，「問題解決」がなされ，自由にイソフォメーショソが交換され，弾
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力性のある，またインフォーマルな決定ルール，調整ルールが設げられ，グル
ープ間のrプラス」態度がみられる場合である。一方，r分散的」というのは，
r交渉」のメルクマールがみられ，イソフォメーショソ交換が予め処方され，
調整ルールの硬直化・形式化がみられ，グループ間にrマイナス」の態度が形
成される場合だ。前者は統合的な政治システム，後者は分散的な政治システム
とよばれうる。
　共同決定間題に関しては，企業の政治システムを統合的システムとしてとら
える議論が多い。たしかに，高次の共同決定は，企業の政治システム内のグル
ープ間の権力関係を平準化する。その結果，企業における高度の統合化が期待
されるかもしれない。けれども，フェッスラーのいうように，これまでに達成
された共同決定の度合をみると，それらは統合的システムの条件に相応してい
ない。企業の政治システムは，いぜん，犬いに分散的であり，とくに「資本」
とr労働」という両グループ問についてそうだ。共同決定制は政治システムの
交渉プロセスを通じて，労働者の権力地位の漸進的な改善をやってきたし，ま
たやりうる。核心グループと従業員グループのあいだの関係は，交渉プロセス
としての特徴をもっている。フェッスラーによると，監査役会のなかでも，と
りわけr高度の共同決定」下の監査役会において，r交渉」が支配的なのだ。
政治システムにおいて「間題解決」がおこなわれるのは，グルーブ内的な場合
だけであり，とくに，取締役会といった核心グループの内部にあって，実質的
問題が解決されるべきときだげである。
注（1）　F童Bler，a．a．0．，S・136f・
　（2）Wa1t㎝，Ibid．
　（3）Walton，R．E．Dutton　and　H．G．Fitch，A　Study　of　Co口iict　in　the　Pr㏄ess，
　　Stmcture，and　Attitudes　o｛Lateral　Relationships，in：So㎜e　Theories　of
　　Organization（edit．Rubenstein　A。亘．and　Ch．エHaberstroh，Homewood，I11．
　　1966．）この実証的研究は，ウォルトンの公式化Lた関数的関係を，相関分析を通じ
　　て検証Lようとするものである。
　く4）　フェッスラーは，要素分析に関Lてつぎの文猷をあげている。Catte11，R．B．，
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　Factor　Analysis，New　York1952、
13．む　　す　　び
　西ドイツ企業の共同決定制は，近代企業の多元利益的性格を，十分ではない
にしても，もっとも端的に公式化したものとして，きわめて興味深い。これが
当テーマの盛んにとり上げられる理由の一端であろう。ところが，こうした問
題の性格はほぼ理解されながらも，経営学において，共同決定制を論ずる理論
的フレーム・ワークは，必ずしも十分に用意されていなかった。この点におい
て，フェッスラーの提案はきわめて貴重なものだといえる。
　既述のように，フェッスラーは，企業を多元的システムとしてとらえるので
ある。とりわけ，そのサブ・システムとしての政治システムが正面からとり上
げられている。これに焦点が合わされるのは，このサブ・システムこそ，共同
決定間題を論じるフレーム・ワークだと考えられているからだ。フェッスラー
はイーストソ，ウォルトソらの業績に依拠しながら，企業の政治システムを展
開していく。要するに，その展開は，サイアートーマーチらのいう目標形成プ
ロセスの構想を基礎にして，政治科学とゲーム理論の成果を活用し，その概念
用具を駆使していく，というものだ。
　ただフェッスラーの叙述にあっては，政治システムそのものの展開に力がそ
そがれた感じであって，共同決定制の政治システム的な展開は十分ではない。
たんに散発的に問題を考える方向が示唆されるにすぎない。しかも，芙同決定
制の経営的問題が全面的にとり上げられているわげでもない。そのうえ，従来
からの実証的研究のゆたかな成果も，あまり活用されていないし，このフレーム
・ワークに十分にそれらが盛り込めるかどうかは，まだ未解決である。けれど
も，企業の政治システム論は共同決定制をとり上げる視点なりフレーム・ワー
クとして，きわめて注目に値するものだ。今後は，こうした方向において，い
っそうの深化がおこなわれるであろう。たとえば，R．ヨーソーA．キーザーB．
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マヅツーG．ネーゲレは，監査役会におげる共同決定の提案について，ゲーム
理論の評価観念，シェフレー値を適用しようとしている。ωそれには，かなり
の数学的展開もみられ私
　いうまでもなく，企業の政治システムのメンパーは，所有者・経営者とr労
働者」だけではない。西ドイツ企業の場合には，経営者と労働者の関係は，密
接になっている。むしろ今日では，両者の「経営利己主義」が目立つほどであ
る。他方では生産者と消費者，企業と一般のイソタレストのあいだの関係が，
大きな間題となってい私企業の政治システムについては，その他，いろんな
参加グループが考えられよう。今目の企業では，核心グループと様々た衛星グ
ループが織りなす関係が，非常に重要になっている。企業の「オベレーティ
ブ・システム」の諸問題もむろん大切であるが，政治システム的構想に対して
は，今後いっそう多くの関心が寄ぜられることになろう。（完）
注（1）John，R・，A．Kieser，B・Matz　und　G．Naegc1e，Die　Abstimmu口gsst室rke
　　in　Mitbestimmungsmodellen，Betriebswistschaftliche　Forschung　u口d　Praxis，
　　1972．
72？
